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連 結 貸 借 対 照 表 

(平成27年３月31日現在)
  

資   産   の   部 負   債   の   部 

科   目 金   額 科   目 金   額 
 

 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

原 材 料 

未 成 事 業 支 出 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

機 械 及 び 装 置 

工具、器具及び備品 

土 地 

無 形 固 定 資 産 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

出 資 金 

長 期 貸 付 金 

破 産 更 生 債 権 等 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

千円

1,463,196

454,874

149,695

339,884

372,441

151,310

△5,010

178,226

42,149

1,979

5,678

345

34,146

80

80

135,996

51,107

39,567

17,084

173,418

28,916

△174,098

 

流 動 負 債 

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

前 受 金

未 払 法 人 税 等

仮 受 金

メンテナンス費用引当金

リース資産減損勘定

そ の 他

固 定 負 債 

繰 延 税 金 負 債

 
千円 

1,401,395 

314,103 

195,000 

100,080 

391,789 

2,810 

366,120 

1,524 

17,362 

12,606 

456 

456 

負 債 合 計 1,401,852 

純  資  産  の  部 

株 主 資 本 

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金

新株予約権 

 
千円 

232,788 

873,099 

680,279 

△1,320,589 

△1 

801 

801 

5,981 

純 資 産 合 計 239,570 

資 産 合 計 1,641,422 負債・純資産合計 1,641,422 
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連 結 損 益 計 算 書 

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

 
 

科       目 金    額 

 千円 千円 
売 上 高 2,638,391 

売 上 原 価 2,465,970 

売 上 総 利 益 172,420 

販売費及び一般管理費 488,846 

営 業 損 失（△) △316,426 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 150  

為 替 差 益 1,882  

受 取 保 険 金 796  

そ の 他 515 3,344 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 3,504  

支 払 リ ー ス 料 4,155  

株 式 交 付 費 36,694  

そ の 他 432 44,786 

経 常 損 失（△) △357,868 

特 別 損 失  

減 損 損 失 17,938  

事 業 撤 退 損 190,214 208,152 

税金等調整前当期純損失（△) △566,020 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,163 

少数株主損益調整前当期純損失（△) △568,183 

当  期  純  損  失 （△) △568,183 
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連結株主資本等変動計算書 

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで) 

（単位：千円） 
 

 
株   主   資   本 

資  本  金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

当期首残高 616,020 423,200 △752,405 ― 286,814 

当期変動額  

新株の発行 
(新株予約権の行使) 

257,079 257,079 514,158 

当期純損失（△） △568,183 △568,183 

自己株式の取得 △1 △1 

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額) 

 

当期変動額合計 257,079 257,079 △568,183 △1 △54,026 

当期末残高 873,099 680,279 △1,320,589 △1 232,788 

 

 

その他の包括利益累計額 

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計 その他有価証券
評 価 差 額 金

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 1,282 1,282 5,981 294,078 

当期変動額  

新株の発行 
(新株予約権の行使) 

514,158 

当期純損失（△） △568,183 

自己株式の取得 △1 

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額) 

△481 △481 △481 

当期変動額合計 △481 △481 ― △54,507 

当期末残高 801 801 5,981 239,570 
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連結注記表 

Ⅰ．継続企業の前提に関する注記 

 当社グループは、当連結会計年度において重要な営業損失316,426千円、経常損失

357,868千円及び当期純損失568,183千円を計上しております。また、当連結会計年度

の営業キャッシュ・フローは△436,054千円となっております。 

 これにより、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在し

ております。 

 当社グループは、上記の継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況を解

消するために、以下の対応策を講じ、当該状況の解消又は改善に努めてまいります。 

 

①営業利益及びキャッシュ・フローの確保 

・再生可能エネルギー事業 

（太陽光発電事業） 

 当期につきましては、案件の精査ができておらず、利益率の低い案件を成約

する結果となりました。現状、太陽光発電については固定買取制度における買

取価格が下降傾向にあり、利益率確保が困難でありますが、案件の精査及びこ

れまでの太陽光案件で培ってまいりました工事会社とのネットワークを活用し、

原価の低減を図り、利益率の向上を進めてまいります。 

 また、上記の通り、固定価格買取制度における買取価格が下降傾向ではあり

ますが、固定価格買取制度の権利取得済み、未施工の案件は数多く存在してお

ります。営業面につきましては、営業の効率を高めるため、未施工の案件を数

多く所有している事業者への営業を中心とし、一顧客より複数案件の受注を獲

得するような営業体制をとってまいります。 

（バイオガスプラント事業） 

 当期に完工いたしました案件は、第１号案件であり、当初想定し得なかった

追加工事の発生や、想定以上の為替変動等に起因して、損失を計上する結果と

なりました。工事発注先についてプラント建設工事を細かく分断して発注した

結果、工事業者相互の連携がとれず非効率となり、追加工事が発生する結果と

なったことから、今後につきましてはこれらの反省点を踏まえ、工事発注の際

の工事業者を数社に絞り込むことで、想定外の追加工事の発生を防止する策を

とり、利益確保を進めてまいります。また申請が簡易であり、施工期間も大型

のものより短期間で完工可能な小型の案件や、ＩＰＰ事業向けの案件組成にも

注力してまいります。 
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・ＰＫＳ事業 

 当事業は、安定的な利益を確保できる事業であると考えております。当事業の

立ち上げのため、当期はインドネシアに子会社を設立したところであります。新

しい当社グループの収益源とするため、本事業を早急に軌道に乗せるよう、推進

してまいります。 

・省エネルギー関連事業 

 平成27年２月４日開催の当社取締役会決議により、省エネルギー事業より撤退

しておりますが、継続取引を頂いているお客様よりのご依頼がある場合において、

引き続き売上を構築しているところです。売上高については大幅に減少すること

になりますが、当事業の収益性が低かった要因の一つである成約率の低さ、案件

成約までの期間の長期化による経費の増大化が解消され、利益に寄与することと

なります。 

 

②案件精査、利益率確保のための体制 

 案件の精査、見積の正確性を高めるため、営業担当、技術部門、工事管理部門参

加のプロジェクト会議を立ち上げております。本プロジェクト会議は、月に１回の

定例会議と大型案件が発生した場合の臨時会議を行い、案件ごとの想定原価審査、

工程の確認等により利益率確保に努めてまいります。 

 

③諸経費の削減 

 随時、販管費の見直しを実施し、販管費の削減を推進し、利益確保に努めてまい

ります。 

 

④資金調達 

 財務体質改善のために、将来的な増資の可能性も考慮しつつ、借入金を含めた資

金調達の協議を複数社と進めております。 

 

 しかしながら、これらの対応策を講じても、業績及び資金面での改善を図る上で

重要な要素となる売上高及び営業利益の確保は外部要因に大きく依存することにな

るため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

 なお、当社グループの連結計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続

企業の前提に関する重要な不確実性の影響を連結計算書類に反映しておりません。 
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Ⅱ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

1. 連結の範囲等に関する事項 

(1) 連結子会社の数    １社 

  連結子会社の名称   ドライ・イー株式会社 

(2) 非連結子会社の数   １社 

  非連結子会社の名称  PT. SDS ENERGY INDONESIA 

 当連結会計年度に新たに設立した非連結子会社１社は、当連結会計年度は事

業活動を開始しておらず、また、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金

等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていませんので、連結の範

囲から除外しております。 

2. 持分法の適用に関する事項 

 持分法を適用していない上記非連結子会社１社は、当期純損益及び利益剰余金等

からみて、連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が

乏しいため、持分法の適用から除外しております。 

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の決算日は11月30日であり、連結計算書類の作成に当たっては、連結

決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。 

4. 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。(評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法によっております。 

② たな卸資産 

材料は移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については、収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法)、未成事業支出金は個別法に基づく原価法 

(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

よっております。 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

     節減量分与契約資産 

  （機械及び装置） 

顧客との契約期間を耐用年数とする定額法 

     その他の資産は定率法 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用ソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）による

定額法によっております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法によっております。

なお、リース取引会計基準の改正初年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(3) 繰延資産の処理方法 

株式交付費 

株式交付費については、支出時に全額費用として処理しております。 

(4) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

② メンテナンス費用引当金 

省エネルギー関連事業（エスコ事業）において、当社製品保証期間中に発生

が予測されるメンテナンス費用の支出に備えるため、その支出見込額のうち

当連結会計年度末までに負担すべき費用を計上しております。 

(5) 重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

工期のごく短いもの等については工事完成基準を適用し、その他の工事で当

連結会計年度末までの進捗部分についての成果の確実性が認められる工事に

ついては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用してお

ります。 

(6) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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② 連結納税制度の適用 

当社及び連結子会社は、連結納税制度を適用しております。 

 

Ⅲ．表示方法の変更 

(連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「流動資産」の「前渡金」は、

金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示し

ております。なお、当連結会計年度の「前渡金」は、24,831千円であります。 

 

Ⅳ．連結貸借対照表に関する注記 

 有形固定資産の減価償却累計額          126,564千円 

 

Ⅴ．連結損益計算書に関する注記 

 減損損失 

  当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上いた

しました。 

場所 用途 種類 金額 

当社本社 

（東京都港区） 
共用資産 

建物 11,297千円 

機械及び装置    210千円 

工具、器具及び備品  6,430千円 

  当社グループは、管理会計上の区分となる事業を基礎として資産のグルーピングを

行っております。当連結会計年度において、営業活動から生ずる損益がマイナスとな

っている又はマイナスとなる見込みである資産グループについて、帳簿価額を回収可

能限度額まで減額し当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

  資産グループの回収可能価額は正味売却価額をゼロとして評価しております。 

 

Ⅵ．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 1. 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数 

普通株式 1,465,600株 376,673株 ― 株 1,842,273株 

 2. 自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数 

普通株式 ― 株 1株 ― 株 1株 
 
（注) 増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 
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 3. 配当に関する事項 

    該当事項はありません。 

 4. 新株予約権に関する事項 

    目的となる株式の数 普通株式 7,600株 

 

Ⅶ．金融商品に関する注記 

 1. 金融商品の状況に関する事項 

  (1) 金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、

また、資金調達については銀行借入による方針であります。 

  (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

 当該リスクに関しては、一部、営業取引に際し前受金を受け入れ、信用リスク

の軽減を図っております。また、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとと

もに、回収遅延債権については、定期的に各担当役員へ報告され、個別に把握及

び対応を行う体制としております。 

 投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業等の株式であります。上場株

式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価を把握し、明

細表を作成する等の方法により管理しており、また、その内容が取締役会に報告

されております。 

 出資金は、投資事業有限責任組合への出資であり、投資先の信用リスクに晒さ

れておりますが、定期的に財務内容を把握することにより管理しており、また、

組合契約等の変更の有無についても適切に管理しております。 

 長期貸付金は、業務上の関係を有する企業に対する貸付であり、回収管理によ

る残高管理を行っております。 

 営業債務である買掛金及び未払金はそのほとんどが３カ月以内の支払期日であ

ります。 

 未払金は、割賦契約に係る債務であり、支払期日管理及び残高管理を行ってお

ります。 

 短期借入金は営業取引に係る資金調達であります。 

 また、営業債務や借入金、仮受金等は流動性リスクに晒されていますが、資金

繰計画を作成するなどの方法により管理しております。 



〆≠●0 
00_0278210092706.docx 
㈱省電舎様 招集／別冊／WEB開示分 2015/06/02 20:02:00印刷 7/16 

― 7 ― 

 2. 金融商品の時価等に関する事項 

平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含めておりません。 

詳細につきましては、｢(注)2.」をご参照ください。 
  

 連結貸借対照表計上額
（千円）

時 価 
（千円）

差 額 
（千円）

(1) 現金及び預金 454,874 454,874 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 149,695 149,695 ― 

(3) 投資有価証券 1,507 1,507 ― 

資産計 606,078 606,078 ― 

(1) 買掛金 314,103 314,103 ― 

(2) 短期借入金 195,000 195,000 ― 

(3) 未払金 100,800 100,800 ― 

(4) 前受金 391,789 391,789 ― 

(5) 仮受金 366,120 366,120 ― 

負債計 609,184 609,184 ― 
 
（注)1. 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項は、次のとおりであり

ます。 

  資産 

  (1) 現金及び預金 

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。 

  (2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。 

  (3) 投資有価証券 

時価について、上場株式は取引所の価格によっております。 

 

  負債 

  (1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金、(4) 前受金、(5) 仮受金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。 
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2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり

ます。 
 

区 分 連結貸借対照表計上額（千円) 

非上場株式 49,600 

出資金 39,567 

合  計 89,167 

非上場株式及び出資金については、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められていることから、時価開示の対象としておりません。 

 

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記 

  １株当たり純資産額          126円79銭 

  １株当たり当期純損失         318円25銭 

 

Ⅸ．重要な後発事象 
該当事項はありません。 
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貸 借 対 照 表 

(平成27年３月31日現在)
  

資   産   の   部 負   債   の   部 

科   目 金   額 科   目 金   額 
 

 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

原 材 料 

未 成 事 業 支 出 金 

立 替 金 

前 払 費 用 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

機 械 及 び 装 置 

土 地 

無 形 固 定 資 産 

電 話 加 入 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

出 資 金 

長 期 貸 付 金 

破 産 更 生 債 権 等 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

千円

652,763

201,742

130,226

11,238

1,142

362,646

6,079

41,353

△101,666

177,756

41,804

1,979

5,678

34,146

80

80

135,871

51,107

39,567

17,000

149,268

28,866

△149,938

 
流 動 負 債 

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

前 受 金

預 り 金

メンテナンス費用引当金

リース資産減損勘定

そ の 他

固 定 負 債 

関係会社長期借入金

繰 延 税 金 負 債

 
千円 

591,378 

103,997 

195,000 

259,807 

4,934 

2,121 

3,326 

1,495 

1,524 

17,362 

1,809 

2,853 

2,396 

456 

負 債 合 計 594,231 

純  資  産  の  部 

株 主 資 本 

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

自 己 株 式

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金

新株予約権 

 
千円 

229,506 

873,099 

680,279 

680,279 

△1,323,870 

△1,323,870 

△1,323,870 

△1 

801 

801 

5,981 

純 資 産 合 計 236,288 

資 産 合 計 830,520 負債・純資産合計 830,520 
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損 益 計 算 書 

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

 
 

科       目 金    額 

 千円 千円 
売 上 高 716,038 

売 上 原 価 568,473 

売 上 総 利 益 147,565 

販売費及び一般管理費  

役 員 報 酬 34,875  

給 料 及 び 手 当 66,374  

法 定 福 利 費 9,359  

賃 借 料 32,058  

支 払 報 酬 52,006  

減 価 償 却 費 4,083  

旅 費 及 び 交 通 費 15,926  

そ の 他 72,182 286,866 

営 業 損 失（△) △139,301 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 109  

経 営 指 導 料 3,055  

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 7,630  

そ の 他 3,522 14,318 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 3,504  

株 式 交 付 費 36,694  

支 払 リ ー ス 料 4,155  

そ の 他 432 44,786 

経 常 損 失（△) △169,769 

特 別 損 失  

減 損 損 失 17,938  

関 係 会 社 株 式 評 価 損 190,000  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 97,056  

事 業 撤 退 損 190,214 495,208 

税 引 前 当 期 純 損 失 （△) △664,977 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,867 

当  期  純  損  失 （△) △666,845 
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株主資本等変動計算書 

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで) 

（単位：千円） 
 

 

株     主     資     本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

自 己 
株 式 

株主資本 
合  計 資 本

準備金

資 本
剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合   計繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 616,020 423,200 423,200 △657,025 △657,025 ― 382,194 

当期変動額    

新株の発行 
(新株予約権の行使) 

257,079 257,079 257,079  514,158 

当期純損失（△）  △666,845 △666,845  △666,845 

自己株式の取得  △1 △1 

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額) 

   

当期変動額合計 257,079 257,079 257,079 △666,845 △666,845 △1 △152,687 

当期末残高 873,099 873,099 680,279 △1,323,870 △1,323,870 △1 229,506 

 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計その他有価証券 
評 価 差 額 金 

評価・換算
差額等合計

当期首残高 1,282 1,282 5,981 389,457

当期変動額  

新株の発行 
(新株予約権の行使) 

 514,158

当期純損失（△）  △666,845

自己株式の取得  △1

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額) 

△481 △481 △481

当期変動額合計 △481 △481 ― △153,169

当期末残高 801 801 5,981 236,288
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個別注記表 

Ⅰ．継続企業の前提に関する注記 

 当社は、当事業年度において重要な営業損失139,301千円、経常損失169,769千円及

び当期純損失666,845千円を計上しております。 

 これにより、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在し

ております。 

 当社は、上記の継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況を解消するた

めに、以下の対応策を講じ、当該状況の解消又は改善に当社グループ全体において努

めてまいります。 

 

①営業利益及びキャッシュ・フローの確保 

・再生可能エネルギー事業 

（太陽光発電事業） 

 当期につきましては、案件の精査ができておらず、利益率の低い案件を成約

する結果となりました。現状、太陽光発電については固定買取制度における買

取価格が下降傾向にあり、利益率確保が困難でありますが、案件の精査及びこ

れまでの太陽光案件で培ってまいりました工事会社とのネットワークを活用し、

原価の低減を図り、利益率の向上を進めてまいります。 

 また、上記の通り、固定価格買取制度における買取価格が下降傾向ではあり

ますが、固定価格買取制度の権利取得済み、未施工の案件は数多く存在してお

ります。営業面につきましては、営業の効率を高めるため、未施工の案件を数

多く所有している事業者への営業を中心とし、一顧客より複数案件の受注を獲

得するような営業体制をとってまいります。 

（バイオガスプラント事業） 

 当期に完工いたしました案件は、第１号案件であり、当初想定し得なかった

追加工事の発生や、想定以上の為替変動等に起因して、損失を計上する結果と

なりました。工事発注先についてプラント建設工事を細かく分断して発注した

結果、工事業者相互の連携がとれず非効率となり、追加工事が発生する結果と

なったことから、今後につきましてはこれらの反省点を踏まえ、工事発注の際

の工事業者を数社に絞り込むことで、想定外の追加工事の発生を防止する策を

とり、利益確保を進めてまいります。また申請が簡易であり、施工期間も大型

のものより短期間で完工可能な小型の案件や、ＩＰＰ事業向けの案件組成にも

注力してまいります。 
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・ＰＫＳ事業 

 当事業は、安定的な利益を確保できる事業であると考えております。当事業の

立ち上げのため、当期はインドネシアに子会社を設立したところであります。新

しい当社グループの収益源とするため、本事業を早急に軌道に乗せるよう、推進

してまいります。 

・省エネルギー関連事業 

 平成27年２月４日開催の当社取締役会決議により、省エネルギー関連事業より

撤退しておりますが、継続取引を頂いているお客様よりのご依頼がある場合にお

いて、引き続き売上を構築しているところです。売上高については大幅に減少す

ることになりますが、当事業の収益性が低かった要因の一つである成約率の低さ、

案件成約までの期間の長期化による経費の増大化が解消され、利益に寄与するこ

ととなります。 

 

②案件精査、利益率確保のための体制 

 案件の精査、見積の正確性を高めるため、営業担当、技術部門、工事管理部門参

加のプロジェクト会議を立ち上げております。本プロジェクト会議は、月に１回の

定例会議と大型案件が発生した場合の臨時会議を行い、案件ごとの想定原価審査、

工程の確認等により利益率確保に努めてまいります。 

 

③諸経費の削減 

 随時、販管費の見直しを実施し、販管費の削減を推進し、利益確保に努めてまい

ります。 

 

④資金調達 

 財務体質改善のために、将来的な増資の可能性も考慮しつつ、借入金を含めた資

金調達の協議を複数社と進めております。 

 

 しかしながら、これらの対応策を講じても、業績及び資金面での改善を図る上で

重要な要素となる売上高及び営業利益の確保は外部要因に大きく依存することにな

るため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

 なお、計算書類及びその附属明細書は継続企業を前提として作成しており、継続

企業の前提に関する重要な不確実性の影響を計算書類及びその附属明細書に反映し

ておりません。 
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Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 重要な資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

② その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。(評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法によっております。 

(2) たな卸資産 

材料は移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法)、未成事業支出金は個別法に基づく原価法（貸借

対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってお

ります。 

 

2. 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

   ① 節減量分与契約資産 

  （機械及び装置） 

顧客との契約期間を耐用年数とする定額法 

   ② その他の資産は定率法 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用ソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）による定

額法によっております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

なお、リース取引会計基準の改正初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 
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3. 繰延資産の処理方法 

株式交付費 

株式交付費については、支出時に全額費用として処理しております。 

 

4. 重要な引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

(2) メンテナンス費用引当金 

省エネルギー関連事業（エスコ事業）において、当社製品保証期間中に発生が

予測されるメンテナンス費用の支出に備えるため、その支出見込額のうち当事

業年度末までに負担すべき費用を計上しております。 

 

5. 重要な収益及び費用の計上基準 

 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

工期のごく短いもの等については工事完成基準を適用し、その他の工事で当事

業年度末までの進捗部分についての成果の確実性が認められる工事については

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。 

 

6. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

(2) 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

Ⅲ．表示方法の変更 

(貸借対照表関係） 

前事業年度において、｢流動資産」の「その他」に含めておりました「立替金」は

金額的重要性が増加したため、当事業年度より独立掲記することとしております。

なお、前事業年度の「立替金」は25,537千円であります。 

また、前事業年度において独立掲記しておりました「流動資産」の「未収入金」は、

金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示してお

ります。なお、当事業年度の「未収入金」は20,458千円であります。 
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Ⅳ．貸借対照表に関する注記 

 1. 有形固定資産の減価償却累計額        124,459千円 

 2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権               373,936千円 

短期金銭債務                2,659千円 

 3. 取締役、監査役に対する金銭債権 

金銭債権                  3,772千円 

 

Ⅴ．損益計算書に関する注記 

 1. 関係会社との取引高 

営業取引高                 5,092千円 

営業取引以外の取引による取引高       4,191千円 

 2. 減損損失 

   当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 金額 

当社本社 

（東京都港区） 
共用資産 

建物 11,297千円 

機械及び装置    210千円 

工具、機器及び備品  6,430千円 

 当社は、管理会計上の区分となる事業を基礎として資産のグルーピングを行って

おります。当事業年度において、営業活動から生ずる損益がマイナスとなっている

又はマイナスとなる見込みである資産グループについて、帳簿価額を回収可能限度

額まで減額し当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

 資産グループの回収可能価額は正味売却価額をゼロとして評価しております。 

 3. 関係会社株式評価損 

当事業年度において、以下の関係会社株式について減損処理を行っております。 

ドライ・イー株式会社           190,000千円 

 

Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記 

  自己株式に関する事項 

（単位：株） 
 

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 

普通株式 ― 1 ― 1 
 
（注) 増加は単元未満株式の買取りによるものであります。 
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Ⅶ．税効果会計に関する注記 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産  千円 

 減価償却資産 2,327 

 ゴルフ会員権評価損 947 

 貸倒引当金否認額 82,106 

 投資有価証券評価損 4,689 

 メンテナンス費用引当金 504 

 減損損失 805 

 リース資産減損勘定 5,746 

 事業整理損失 6,468 

 事業撤退損 62,628 

 関係会社株式評価損 62,890 

 税務上の繰越欠損金 371,411 

 その他 761 

      小計 601,287 

    評価性引当額 △601,287 

      繰延税金資産合計  ― 

  繰延税金負債  

    その他有価証券評価差額金 △456

      繰延税金負債合計 △456 

 2. 法人税の税率の変更による繰延税金資産及び負債の金額の修正 

   ｢所得税法等の一部を改正する法律｣（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の

一部を改正する法律｣（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平

成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われること

となりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定

実効税率は従来の35.6％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込ま

れる一時差異については33.1％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解

消が見込まれる一時差異については、32.3％となります。 

   これらの税率変更による計算書類への影響は軽微であります。 

 

Ⅷ．リースにより使用する固定資産に関する注記 

 1. 当事業年度の末日におけるリース物件の取得原価相当額      488,375千円 

 2. 当事業年度の末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額   320,873千円 

 3. 当事業年度の末日におけるリース物件の減損損失累計額相当額   117,944千円 

 4. 当事業年度の末日におけるリース物件の未経過リース料相当額   72,221千円 

 5. 当事業年度の末日におけるリース物件のリース資産減損勘定の残高 17,362千円 
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Ⅸ．関連当事者との取引に関する注記 

 1. 子会社及び関連会社等 

（単位：千円） 
 

種  類 会社等の名称 
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(注3) 

科  目 
期末残高 
(注3) 

子会社 
ドライ・イー

株式会社 

所  有

直接100%

役 員 の

兼  務

経 営 指 導 料
の受取（注1)

3,055 ― ― 

仕入経費の
立替(注2)

737,951

立 替 金 318,676 

未収入金 20,410 

資金の貸付
(注3)

172,500   

資金の借入
(注3)

179,823
関係会社 
長期借入金 

2,396 

子会社 

PT.SDS 

ENERGY 

INDONESIA 

所  有

直接95%

役 員 の

兼  務

設立費用
の 立 替

34,848 立 替 金 31,302 

 
 取引条件及び取引条件の決定方針 

 (注1) 経営指導料の取り決めについては、業務内容を勘案し、同社と協議の上決定

しております。 

 (注2) 仕入・経費等の立替については、グループ内の業務の効率を図るものであり、

実際発生額を積算しております。 

 (注3) 資金の貸付及び借入については、無利息としております。また、担保の提供

及び受け入れは行っておりません。 

 (注4) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めて

おります。 
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 2. 役員及び主要株主等 

（単位：千円） 
 

種  類 会社等の名称 
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（注3）

科  目 
期末残高 
（注3） 

主要株主（個

人）及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している 

会社 

株式会社 

エールケンフォー

（注1） 

― 
エスコ材料

の 販 売 等

エスコ事業
売上及び太
陽光発電事
業サービス
売上（注2)

257,315 売 掛 金 266 

エスコ事業
売上及び太
陽光発電事
業サービス
仕入（注2)

128,826 工事未払金 575 

資金の貸付
（注3)

33,000 ― ― 

資金の回収 33,000 ― ― 

不動産の購入
（注3)

33,000 ― ― 

前期計上事
業譲渡売上
債権の回収

10,000 ― ― 

 
 取引条件及び取引条件の決定方針 

 (注1) 当社の主要株主である中村健治氏及びその近親者が議決権の100％を直接保有

しております。 

 (注2) エスコ事業売上、太陽光発電事業サービス売上・仕入及び不動産の購入につ

いては、市場価格及び通常取引先との取引条件を勘案し、協議の上、決定し

ております。 

 (注3) 資金の貸付金利については、市場金利を勘案して決定しております。また、

担保は受け入れておりません。 

 (注4) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めて

おります。 

 

Ⅹ．１株当たり情報に関する注記 

  １株当たり純資産額          125円01銭 

  １株当たり当期純損失         373円51銭 

 

Ⅺ．重要な後発事象 

該当事項はありません。 




